
　育児休業中は「育児休業等を開始した日が含まれる月から、終了した日の翌日が含まれる月の前月までの期間」、保険料が
免除されます。2022年10月以降は、さらに同月内に２週間以上の育児休業を取得した場合でも、当該月の保険料が
免除されます。
　また、賞与にかかる保険料については、2022年9月までは、賞与月の月末時点で育児休業を取得している場合は、賞与の
支払いを受けていても賞与にかかる保険料が免除されますが、2022年10月からは、１カ月を超える育児休業を取得
している場合に限り、免除の対象とすることになります。

ケース②は月末時点で育休を
取得していないため、保険料を免除されない

ケース①

ケース②

保険料免除

2022年
10月から

2022年９月まで

月末６月 ７月

育休期間14日

育休期間３日

同月内に２週間以上育休を取得した場合は、
ケース②でも保険料が免除される

ケース①

ケース②

保険料免除

保険料免除

2022年10月から

月末６月 ７月

育休期間14日

育休期間３日

　パート・アルバイトの方の社会保険の加入条件が段階的に変わります。2022年10月からは従業員数101人以上の企業で、
2024年10月からは従業員数51人以上の企業で働くパート・アルバイトの方が新たに社会保険の適用になります。

□ 週の所定労働時間が20時間以上
　 30時間未満

□ 月額賃金が8.8万円以上

□ 2カ月を超える雇用の見込みがある

□ 学生ではない

2022年9月まで

　後期高齢者医療制度の被保険者のうち、
現役並み所得者以外の被保険者で年収が
200万円以上（複数世帯の場合は、320
万円以上）の者について、窓口負担が１割
から２割に引き上げられます。
　ただし、急激な負担増にならないよう、
施行後３年間は、外来窓口負担の増加額を
最大で月3,000円までに抑える措置が設け
られます。

一定所得以上の後期高齢者の窓口負担が２割に

育児休業期間中の保険料免除要件の見直し

パート・アルバイトの社会保険適用拡大

後期高齢者（75歳以上）の医療費窓口負担割合

383万円以上

従業員数
501人以上
の企業

2022年10月から

従業員数
101人以上
の企業

2024年10月から

従業員数
51人以上
の企業

３割

２割

200万円未満 １割

現役並所得

200万円以上＊課税所得28万円以上かつ

年　収（単身世帯）

改正

負担割合

＊複数世帯の場合、320万円以上

※従業員数はフルタイムの従業員数＋週労働時間がフルタイムの3/4以上の従業員数です。

健康保険法が改正されます
KENPO●INFO

対象となる企業 加入対象者
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